






要旨:小児慢性特定疾患治療研究事業の見直しによって対象患者の基本的データの集計が

可能になった。内分泌疾患のうち頻度の高い成長ホルモン分泌不全性低身長症、甲状腺機

能亢進症、先天性およぴ後天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成、ターナー症候群、

性早熟症を選んで疫学調査を行い、その結果を治療担当医に還元する。とくに成長ホルモ

ン分泌不全性低身長症については成長ホルモン療法を行う際の適用範囲が明文化されたの

で、本症の罹病率、有病率、身体計測値、成長ホルモン療法の効果などを都道府県ごとに

集計比較することで、今回の見直しの効果を小児保健および治療医学の両面から評価する。


